





























































（明治 39）年 8 月からペテルブルグで漁業協約の締結交渉が開始された。その後、1907（明
治 40）年 6 月に交渉は一段落して「日露漁業協約に関する宣言書」が作成され、同年 7 月
28 日に日露通商航海条約と日露漁業協約と附属議定書が調印された。そして漁業協約は同
年 9 月 9 日の批准交換を経て同月 11 日に公布された。 







                                                  






1907 年漁業協約は全 14 箇条からなっていた。各条文は漁業の対象物、漁業の区域、手
続き、漁法、税や公課についての規定、協約の有効期限などを定めていた。このうち漁業
協約の締結交渉において主な争点は二つ、漁業の対象物と漁業可能な区域の範囲だった。
























                                                  
3 外務省編『日本外交文書』［M39.1-34］。 
4 外務省編『日本外交文書』［M39.1-27 から 45］。 
5 外務省編『日本外交文書』［M40.1-218］。 
6 外務省編『日本外交文書』［M40.1-204］ほか。 



































から第一次大戦まで（1906 年から 1913 年まで）のロシア極東の新聞と雑誌における日本
関係の記事を分析したコジェヴニコフの研究を参照しよう13。それによれば、通商条約や
                                                  
11 神長英輔「日本の対サハリン島政策 1875-1904」『年報』（東京大学大学院総合文化研究科地
域文化研究専攻紀要）第 8 号、2004 年、88-107 頁。 
12 К вопросу о русско-японской рыболовной конвенции // Вестник рыбопромышленности. № 1. 
1907. 

































                                                                                                                                                  
Первой мировой войнами (1906 - 1913 гг.). Например газеты "Дальний Восток" // Дальний 
Восток России и Япония: Cборник научных статей. Владивосток, 2004. C. 91-107. 
14 Кохановский А. Морские промыслы на Тихoм океане и значение для них Камчатки // Вестник 
финансов, промышленности и торговли. T. 44. 1908. C.148-152. 
15 Опубликование рыболовной конвенции и торгового договора с Японией // Новый журнал 















し、漁業生産額も伸びていた18。まず人口である。19 世紀末から 20 世紀の初頭にかけての
時期、ロシア極東の人口は急増した。その要因は移民政策の転換と交通手段の発達に求め
られる19。増加の程度と時期は地域によって差があるが、ロシア極東全体の人口がこの時
期に急増したのは確かである。1897（明治 30）年に約 32 万人（うちロシア人は約 24 万人）
だったロシア極東の人口（季節労働者を除く定住人口）は、1912（明治 45・大正元）年に







る。1911（明治 44）年と 1912（明治 45・大正元）年には非協約水域の漁獲量が協約水域
のそれを上回っており、1913（大正 2）年にはそれが逆転している。しかし、いずれにせ
よ両者の数字は拮抗しており、どちらかが突出しているということはない。統計が対象に
                                                  
16 Мандрик А. Т. Этапы, черты и особенности развития отечественной рыбной промышленности 
российского Дальнего Востока (сер. XVII в – 20-е годы XX в.) // Дальний Восток России в 
контексте мировой истории: от прошлого к будущему. Владивосток, 1997. C. 19. 
17 Рыбные промысел на Дальнем Востоке // Вестник финансов, промышленности и торговли. T. 
38. 1912. 
18 Рыболовный сезон в 1911 году // Донесение императорских российских представи- телей за 
границей по торгово-промышленным вопросам. № 14. 1912. Мандрик А.Т. История рыбной 
промышленности российского Дальнего Востока. Владивосток, 1994. および、農林省水産局編
『北洋漁業関係統計』農林省水産局（東京）、1933 年。 
19 Алексеев А. И. Морозов В.Н. Освоение русского Дальнего Востока. М., 1989. 
20 Алексеев. Освоение русского Дальнего Востока. C. 13. 
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表 1 ロシア極東産サケ・マス製品の生産量（水域別）21 
うち日本向け 計 うち日本向け 計 うち日本向け 計
1911 3,770            3,837            2,365            4,391            6,136                 8,229            
1912 2,232            2,406            1,255            3,464            3,488                 5,871            
1913 3,521            3,974            674               3,613            4,186                 7,588            
1914 4,770            - 520               2,798            - -




表 2 ロシア極東産サケ・マス製品の販売量（市場別）22 
うち国内向け うち日本向け 計 うち国内向け うち日本向け 計
1903 419            2,450         2,869         350            3,185         3,535         
1904 1,026         86              1,112         821            112            933            
1905 1,667         38              1,705         1,334         50              1,384         
1906 2,124         599            2,723         1,669         779            2,448         
1907 1,080         2,175         3,155         975            3,023         3,998         
1908 2,518         1,020         3,538         1,258         3,328         4,586         
1909 1,237         3,637         4,874         1,945         4,838         6,783         
1910 1,774         5,596         4,370         3,856         6,745         10,601       
1911 2,201         6,517         8,718         4,254         7,202         11,456       




表 2 は表 1 とは違う出所によるロシア極東のサケ・マス漁業に関わる統計である。厳密
にいえばプリアムール総督府管内と現在のロシア極東の範囲は一致しないし、そもそも引
用元の統計における「ロシア極東」の範囲がはっきりしないので、表 1 の数字と表 2 の数








                                                  
21 農林省水産局編『北洋漁業関係統計』、161-165 頁。 


































                                                  
23 露領水産組合編『露領漁業の沿革と現状 組合三十周年記念事業』露領水産組合（東京）1938
年、18-19 頁。 
24 Всеподаннейший отчет Приамурского генерал-губернатора генерала от инфантерии Гродекова 






















この 1907（明治 40）年の日露漁業協約はその後 40 年近くにわたる日本人漁業者の活動
の制度的枠組みの原型となった。しかし、同協約がその後も一貫した制度的枠組みを規定
し続けてきたわけではない。 




化した後、1928（昭和 3）年には 1907（明治 40）年の漁業協約の内容を基本的に踏襲した
新漁業条約が締結された。この条約は 1936（昭和 11）年に期限切れを迎えるが、その後も
期限切れの条約をもとにした暫定的な枠組みにしたがって出漁は継続した。1944（昭和 19）










は革命前の 1907（明治 40）年から 1919（大正 8）年（日露漁業協約の枠組みによる出漁は
1908 年から 1919 年まで）までと 1928（昭和 3）年から 1936（昭和 11）年（日ソ漁業条約
の枠組みによる出漁は 1929 年から 1935 年まで）に限られるのである。 




























                                                  
25 露領水産組合編『露領漁業の沿革と現状』、17 頁、21 頁ほか。例えば、村上隆吉「カムチャッ





















































図 1 は露領漁業の生産額（金額）と漁獲量（重量）の累年統計である。図 1 によれば、
露領漁業における日本人漁業者の生産額は 1915（大正 6）年から急増する。一年あたりの
生産額は 1915（大正 4）年まで一度も 1,000 万円を超えることなく、1913（大正 2）年から
1915（大正 4）年頃までは 600 万円台で推移していた。しかし、1916（大正 5）年に前年の
643 万円から 987 万円まで急増すると、翌 1917（大正 7）年の 1,405 万円を経て、翌 1918
（大正 7）年には 2,315 万円にまで達した。そして、その後の生産額は概ね 3,000 万円前後
で推移する。漁獲量（重量）が前年の 5 割程度にまで落ち込んだ不漁の 1925（大正 14）年
や 1927（昭和 2）年、1931（昭和 6）年でも生産額が 2,000 万円を割ることはなかった。 
図 1 の生産額は円単位である。それゆえ、第一次大戦の好景気とそれに伴うインフレを
反映して、生産額が実際の生産規模の拡大以上に伸びているようにみえる可能性はある。
                                                  
26 露領水産組合編『露領漁業の沿革と現状』、21 頁ほか。 
27 農林省水産局編『北洋漁業関係統計』、64 頁をもとに作成した。 
 36
ただし、1920（大正 9）年以降は漁獲量も大幅に伸び、1922（大正 11）年には過去最高の




つまり露領漁業は、生産額については 1915（大正 4）年から 1919（大正 8）年ごろにか





























































                                                  
28 同組合は外国領海水産組合法に基づく団体であり、現在、一般的に用いられている意味での
「業界団体」とはややそのニュアンスが異なる。 
29 原暉之『シベリア出兵 干渉と戦争 1917-1922』筑摩書房、1989 年、154-155 頁。 
30 原『シベリア出兵』、157 頁。 
31 原『シベリア出兵』、214 頁。 
32 原『シベリア出兵』、219 頁。 
33 原『シベリア出兵』、216 頁。 
 38
の管理の実権を握った。 

























1918（大正 7）年 8 月に連合国の共同出兵が宣言され、本格的な干渉が開始された。日
本軍は 9 月の末までのひと月ほどでバイカル湖以東の極東三州（当時の名称で沿海州・ハ
                                                  
34 Мандрик. История рыбной промышленности. C. 73. 
35 Мандрик. История рыбной промышленности. C. 74. 
36 Мандрик. История рыбной промышленности. C. 73. 
37 日魯漁業株式会社編『露領漁業沿革史』日魯漁業株式会社、1905-1925 年、第三編下 15-17
頁。および、日魯漁業株式会社編『日露漁業経営史』第一巻、水産社（東京）、1971 年、98
頁。 
38 日魯漁業株式会社編『露領漁業沿革史』第三編下 12-14 頁; 内藤民治『堤清六の生涯』曙光
会（函館）、1937 年、389 頁。 





























から翌 1921（大正 10）年にかけては日本海軍の艦船がペトロパヴロフスクに派遣された47。 
                                                  
40 原『シベリア出兵』、405 頁。 
41 原『シベリア出兵』、466 頁。 
42 日魯漁業株式会社編『露領漁業沿革史』第三編下 58 頁; 三島康雄『北洋漁業の経営史的研究 
増補版』ミネルヴァ書房（京都）、1985 年、78 頁。 
43 三島『北洋漁業の経営史的研究』、78 頁。 
44 外務省編『日本外交文書』［T8.1-241］（大正期第 8 巻第 1 冊）; 日魯漁業株式会社編『露領
漁業沿革史』第三編下 59 頁。 
45 原『シベリア出兵』、514 頁。 
46 外務省編『日本外交文書』［T9.1 下-669］（大正期第 9 巻第 1 冊下）。 
47 三島『北洋漁業の経営史的研究』、84 頁。 
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その際のテロルによって 3 月の戦闘で捕虜となっていた日本人 130 名が殺害された。また
革命以前からロシア極東有数の漁業者として知られたリューリ商会の本店も焼かれ、社主
のリューリも殺害された51。 










1920（大正 9）年 7 月、日本軍はサハリン州（サハリン島の北半分とアムール川河口地
域）を占領する。占領地では日本軍司令部が漁区の入札をおこなうことになった52。この
日本軍司令部による漁業管理は 1924（大正 13）年の末まで続いた。 
                                                  
48 日魯漁業株式会社編『露領漁業沿革史』第三編下、203-206 頁、。 
49 日魯漁業株式会社編『露領漁業沿革史』第三編下、206、205-2、206-2 頁; 日魯漁業株式会社
編『日魯漁業経営史』第一巻、99-100 頁。 
50 原『シベリア出兵』、539 頁。 
51 日魯漁業株式会社編『日魯漁業経営史』第一巻、102 頁。 
























上の法理などを検討していた。このうち、漁業については 1924（大正 13）年の 3 月から 5
月にかけて農商務省とのやりとりが重ねられている。それによれば、農商務省はサハリン
島北部の利権獲得を目指すことになる（来るべき）日ソ交渉に際して「同地域の漁業の管
                                                  










54 日魯漁業株式会社編『日魯漁業経営史』第一巻、102-103 頁。 































また 1920（大正 9）年から 1921（大正 10）年当時の極東の情勢に大きな責任を負ってい
                                                  
58 外務省記録「尼港ニ於ケル帝国官民虐殺事件 別冊尼港事件問題解決案（北樺太利権獲得）」
5.3.2.153-1。 
59 外務省編『日本外交文書』［T10.1 上-285］。 
60 日魯漁業株式会社編『日魯漁業経営史』、125-126 頁; 内藤『堤清六の生涯』、561 頁。 























 1922（大正 11）年 2 月、人民革命軍はハバロフスクを占領してさらに南に展開した。日









これ以降、1924（大正 13）年度から 1926（大正 15）年度までの出漁枠組みは向こう三
カ年有効の暫定協定によって定められた。それでも 1924（大正 13）年 1 月調印の日ソ基本
                                                  
64 外務省記録「露領沿岸既得ノ我漁業権擁護関係雑件」3.5.8.145 
65 Мандрик. История рыбной промышленности. C. 88. 
66 外務省編『日本外交文書』［T11.1-100］; 外務省編『日本外交文書』［T11.1-106］; 露領水産
組合編『露領漁業の沿革と現状』、23 頁; 日魯漁業株式会社編『日魯漁業経営史』第一巻、127
頁。 
67 外務省編『日本外交文書』［T12.1-331］; 内藤『堤清六の生涯』、649 頁。 
68 外務省編『日本外交文書』［T12.1-258］; 外務省記録「本邦人ノ海外視察旅行関係雑件 後
藤子爵訪露関係」(K.2.1.0.4-2)所収の「子爵後藤新平 訪露報告書 附属書類第四号 漁業協





ロ史料の比較検討から」『成蹊法学』第 61 号、2005 年も参照。 
 44
条約を経て 1928（昭和 3）年 1 月の日ソ漁業条約に至るまではさらに数年を要した。この






























                                                  
69 露領水産組合編『露領漁業の沿革と現状』ほか。 
70 三島『北洋漁業の経営史的研究』、97 頁。 
71 前掲外務省記録「本邦人ノ海外視察旅行関係雑件 後藤子爵訪露関係」(K.2.1.0.4-2)「子爵後
藤新平 訪露報告書 附属書類第四号 漁業協約調印斡旋顛末」「同第五号 会談要領」。 
72 前掲外務省記録「本邦人ノ海外視察旅行関係雑件 後藤子爵訪露関係」(K.2.1.0.4-2)「子爵後
藤新平 訪露報告書 附属書類第四号 漁業協約調印斡旋顛末」「同第五号 会談要領」。 
 45
ツ）を見直すことであり、もう一つは「北洋漁業」の歴史の語り方そのものを問うことで
ある。 
まずは前者である。内容を見直すにあたり、ロシア極東の地方史家によって蓄積されて
いる研究成果を利用することは当然である。しかし、なすべきことはそれだけにとどまら
ない。日本の従来の北洋漁業研究で重要視されてきた論点をロシア側の史料や研究成果に
よって補強することだけでは不十分なのである。 
必要なのはロシア側が提出した研究成果をもとにして新しい論点を設定することである。
例えば以上で指摘したような論点、革命と干渉戦によるロシア側漁業者の没落が日本人漁
業者の成長に及ぼした影響などは改めて検証するに値する。研究対象を日本人漁業者の経
営に絞り込むことなく、より困難ではあるが、より多くの変数を取り込んだ論点を設定す
ることが必要なのである。 
北洋漁業とは研究対象であるとともに、実はそれ自体が歴史語りの産物であり、歴史の
語り方の一類型なのである。つまり研究対象を「北洋漁業」と設定することはその時点で
すでにある一つの歴史の語り方を設定していることを意味するのである。 
これまで北洋漁業の歴史は「われら日本人」がその勢力を拡大（あるいは縮小）させてい
くものとしてのみ語られてきた。この歴史において主人公は常に日本人であり、主人公は
ロシア（人）による不断の圧迫のもとで苦闘するものとして描かれてきた。従来の個別研
究は詳細で緻密な実証のもとで多くの歴史的論点を適切に検証してきたが、歴史を語る枠
組み自体を問うことはしなかった。そのため北洋漁業特有の歴史を語る語り方にそぐわな
い論点は（その著者がおそらく意図しないままに）主要な論点から除外されてきたのであ
る。従来の研究はそれぞれが掲げる目標は達成してきたものの、北洋漁業の語り方そのも
の、すなわちメタ歴史を問うことはなかったのである。 
そうした状況を打破するためには、そうしたメタ歴史、歴史を語る枠組みを問うことが
必要である。北洋漁業が「国家的権益」と見なされたり、歴史的な継続性を持つ存在と見
なされたりするようになった過程、別の言葉で言えば、共通の知識や合意、すなわち広義
の制度として北洋漁業という概念が成立してきた過程を検証することが必要なのである。
本論は直接北洋漁業のメタ歴史を論じるものではないが、従来の通説的見解を再検討する
ことでメタ歴史を問うことの必要性を指摘したものである。 
 
